
南あわじ市神代地頭方字藤井４１４番

戸建住宅地

農家住宅のほか、農
地も多く見られる住
宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 70 60 70 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

人口の減少とともに、高齢化率も高水準で、不動産需要は依然と
して弱含んでいる。

地縁性の強い農家住宅地で、需要の低迷が続いている。

個別的要因に変動はない。

農家住宅を主とする地域であり、周辺に賃貸住宅が存在せず、貸家需要が想定できない地域であるため収益価格は試算しな
い。当事者は取引価格を指標に価格決定するのが一般的であることから、取引事例から試算した比準価格を採用し、標準地
及び指定基準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＲＣ２

農地に囲まれた農家住宅を中心とする地域で、現状のまま推移すると予測する。地縁者以外の需要はほぼ無いことから地価
の下落が続くものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 17,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

17,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

0.0

+26.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

みなと観光南所公会堂
前バス停
北 900m

みなと観光南所公会堂前
バス停
900m

(8)

北東4.5m市道､
北西側道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

470

( )

⑨法令上の規制等

2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 450  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

17,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

20,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.9％ ％

121.0 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

17,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

南あわじ -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

+1.0

-19.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

14,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

78.5 ］

95.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 25日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

7,990,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 17,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は南あわじ市の圏域に存する住宅地域である。需要者は南あわじ市居住者が大半を占める。旧来から農業従事者
及び関係者の居住する農家住宅地域で地縁的選好性が強く、他地域からの参入はほとんど見られず、需要は低迷している。
取引される規模や価格帯はまちまちであり、取引の中心となる価格帯を把握することは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4

業者名

印不動産鑑定士氏名

近藤亮太不動産鑑定事務所

近藤亮太



南あわじ市倭文安住寺字溝ノ上４９５番

戸建住宅地

県道沿いに古くから
の農家住宅が散在す
る地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北400 600 100 100 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

総人口及び生産人口とも減少、老年人口は増加傾向。国内景気は、
緩やかな回復基調が続いている。

特に大きな価格変動要因はないが、少子高齢化、景気の低迷化等
により需要は弱い。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、アパート等の収益物件は皆無であり、自己使用目的での取引が中心で、賃貸市場が形成されていないため、収
益還元法の適用は断念した。よって本件では、指定基準地との検討を踏まえ、現実の取引の市場性を反映し、実証的で信頼
性のある比準価格を採用して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

当該地域は、県道沿いに古くからの農家住宅が散在する地域で、特に大きな変動要因がないことから、今後も当面の間は現
状のまま推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 13,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

淡路交通供養石バス停
南西 360m

淡路交通供養石バス停
360m

(8)

南5.5m県道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ５．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

327

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 320  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

13,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

不整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

12,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

南あわじ（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

0.0

+10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

14,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.5 ］

95.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 7月 2日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

4,250,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 13,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね南あわじ市を中心として、隣接する洲本市に及ぶ住宅地域である。需要者の中心は、同一需給圏で地縁
性を有する居住者が大半で、圏外からの参入は少ない。若年者の島外転出、少子高齢化、島内経済不況等により、住宅需要
は弱い。取引される土地の規模等はまちまちであり、また取引事情を有する者も多く見受けられるため、需給の中心となる
価格帯は見い出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

中尾　明



南あわじ市阿万塩屋町字中西７３８番１

戸建住宅地

農家・漁家住宅を主
とする古くからの集
落地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 0 40 130 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

南あわじ市は地場産業の衰退や高齢化の進行等により、地域経済
の好転は認められず、不動産市場は二極化傾向が顕著となってい
る。

地域的特性に変化はないが、津波被害が懸念される沿岸部に近い
既成住宅地に対する需要は弱含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域で、自己の居住用としての利用が標準的で、賃貸需要は希薄で、市場が未成熟であ
り、居住の快適性を主たる指標として価格が形成されている。このような地域的特性を踏まえ、本件では収益還元法を適用
せず、市場の実態を反映した比準価格を採用し、同市内の標準地との検討も踏まえて、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＲＣ２

沿岸部に近い既成住宅地域で、地域内においては特段の変動要因がないことから当分は現状を維持すると予測する。沿岸部
は災害リスクを抱えているため、不動産の需要は弱含みで、地価は下落傾向を継続すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 14,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

13,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

+55.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

みなと観光中西バス停
北東 90m

みなと観光中西バス停
90m

(8)

東3.5m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ３．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

302

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

13,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

20,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-5.0 ％ ％

153.5 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 5日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

4,050,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 13,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は南あわじ市内の住宅地域である。需要者の中心は島内居住者であり、圏外からの転入者は稀である。当地域は
沿岸部の既成住宅地域で、港や河川に近いことから近年では災害リスク懸念により、若年世帯の他地区への転出がみられる
など、当該地区の不動産需要は極めて弱い状態が継続している。取引とされる価格は様々で中心となる価格帯は見出しにく
い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社六甲アイランド鑑定事務所

福永　美幸



南あわじ市阿那賀字小磯１４３３番１

戸建住宅地

漁家が密集する漁村
住宅地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 40 20 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

南あわじ市の人口は減少傾向。少子高齢化が進み、また淡路島内
に景気回復の傾向が反映されておらず先行き不透明。

漁港を主とする漁家住宅地域で、市中心部から遠く離れており、
また津波に対する警戒もあり、地価は下落傾向である。

個別的要因に変動はない。

漁家住宅を中心とした既成住宅地域で、賃貸住宅は皆無であり、賃貸需要がないため収益還元法は適用できなかった。当該
地域は自己使用目的の取引が支配的であり、取引価格の水準を指標として価格決定されることが一般的である。よって、比
準価格を標準とし、公示価格を規準とした価格及び指定基準地からの検討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

漁家が密集する漁村住宅地域で、市中心部から距離があり、今後とも現状維持で推移するものと予測される。少子高齢化の
進行もあり当該地域の地価は下落傾向である。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 19,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

18,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

+10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

みなと観光小磯バス停
近接

みなと観光小磯バス停
近接 

(8)

西6m県道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない ６ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

188

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 190  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

18,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

20,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-5.2 ％ ％

111.1 ］

98.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

18,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

南あわじ（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-6.0

0.0

-22.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

14,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

73.3 ］

95.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 27日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

3,420,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 18,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は南あわじ市内の住宅地域を中心に、淡路島全域に及ぶ。需要者の中心は島内の居住者及び地縁関係者が大半を
占める。対象基準地は漁港を中心として漁家が密集する漁村住宅地域であり、地縁性が強い地域である。市の中心部から遠
く、高齢化の進行もあり、また震災以降沿岸部の土地需要は減退傾向である。取引される規模や事情により価格はまちまち
であり、需要の中心となる価格帯は見出し難い状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

是川不動産鑑定事務所

是川哲明



南あわじ市福良字八反甲５１２番１０６

戸建住宅地

一般住宅の中に空地
等も見られる住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 10 10 20 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

県平均を上回る高齢化率及び人口減少率、瓦等地場産業の衰退、
漁業不振、大手企業等の工場縮小等により、宅地需要は弱い状況
にある。

南海トラフ地震に伴う津波被害が懸念され、宅地需要は弱含みで
推移する。

個別的要因に変動はない。

当該地域では、収益物件としては、戸建住宅が所有者の事情により賃貸される事例が散見される程度であり、また標準的な
画地規模から賃貸経営上合理的な建物の想定が困難である。自用目的での取引が主で、取引価格の水準を指標に価格が決定
されることが一般的と考えられるため、収益価格は試算しない。よって標準地との検討をふまえ、比準価格をもって鑑定評
価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅の中に空地等も見られる旧来の住宅地域。今後も現状を維持していくと予測する。津波への懸念が強い地域で、人
口の流出も続いており、地価下落傾向は続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 33,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

31,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

0.0

+18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通南淡庁舎前バ
ス停
南西 200m

淡路交通南淡庁舎前バス
停
200m

(8)

北西4m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

99

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

31,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

38,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.8％ ％

121.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 25日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

3,150,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 31,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

26,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、南あわじ市の圏域に存する住宅地。需要者は南あわじ市の居住者が大半を占める。若年層における郊外型の
住宅地への既成住宅地からの世帯流出に加え、津波被害の懸念が強く住宅地としての需要水準は低い。そのため地価の下落
傾向が続いている。土地取引件数は少なく、需要の中心は見出しにくい。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4

業者名

印不動産鑑定士氏名

近藤亮太不動産鑑定事務所

近藤亮太



南あわじ市北阿万筒井字前ノ原１７１２番４外

戸建住宅地

中規模農家住宅のほ
か、小売店舗も点在
する農村集落地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 30 100 120 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

人口流出により、特に生産年齢人口の減少が進み、需要は依然と
して弱含んでいる。

学校、店舗、生活利便施設等が近く、市内においては地価の下落
幅が小さい。

個別的要因に変動はない。

住宅のほか店舗も点在する地域で、自己使用目的の不動産が標準的である。賃貸需要に乏しく、市場が未成熟であることか
ら収益還元法は適用できなかった。需要者は代替競争等の関係にある不動産との比較によって価格決定するのが一般的であ
ることから、市場の実態を反映した比準価格を採用し、公示価格を規準とした価格との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記
のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

農家住宅のほか店舗も見られる地域で、変動要因は特になく、当分は現状を維持すると予測する。地価はやや下落傾向にあ
るものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 28,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

28,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

0.0

+9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

みなと観光新田中バス
停近接

みなと観光新田中バス停
近接 

(8)

南東6m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

232

( )

⑨法令上の規制等

1:3.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

28,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

30,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.4％ ％

106.8 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 30日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

6,590,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 28,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は南あわじ市内の住宅地域である。需要者は市内居住者が大半を占め、島内他市からの転入者も一部に見られる。
付近には学校、郵便局、スーパーマーケット等の公益、商業施設が配置され、利便性は確保されているものの、人口減少等
により需要者層は希薄になっている。土地の中心価格帯は１㎡あたり２万５千円から３万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

シティサーベイヤーズ

田中瑞穂



南あわじ市市市字屋敷６１番１

戸建住宅地

農家に一般住宅、農
地等の介在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 130 150 戸建住宅地

-

(都)(70,200)

地価は全般的に横這い傾向にあるが郊外部では下落傾向にあり、
地価の二極化が進んでいる。南あわじ市では地価は下落傾向にあ
る。

特に大きな地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

旧来からの住宅地域として成熟した地域であり、アパート等の収益物件は皆無に等しく、自用目的の取引が中心である。し
たがって、収益性に着目した手法である収益還元法は適用しなかった。なお、取引事例については同一需給圏内の類似地域
等に存する多数の事例を収集し得、比準価格は信頼性の高いものと思料される。よって、下記標準地との検討を踏まえた上、
市場性を反映して実証的な比準価格をもって、上記のとおりに鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

当該地域は一般住宅や農家住宅の中に農地等が見られる地域で、今後も現状を維持すると予測する。島内全体の不動産需要
が低迷しており、依然として地価の下落傾向は継続すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 29,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

28,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

0.0

+8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

みなと観光市戎神社前
バス停
北 90m

みなと観光市戎神社前バ
ス停
90m

(8)

西6m県道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ６ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

638

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 630  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

28,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

30,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

105.8 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

不整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 20日 正常価格

平成 29年 7月 5日平成 29年 7月 1日

18,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 28,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は淡路島南部に位置する南あわじ市の圏域に存する住宅地域である。需要者の中心は淡路島の居住者が大
半である。当該地域は旧来からの住宅地域であり、全体的に地縁的選好性以外の需要は期待しにくく需要は弱含みである。
取引される規模や価格帯はまちまちであり、取引の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定調査サービス

有馬 隆之



南あわじ市広田広田字清水２４２番６

店舗併用住宅地

小売店舗、公共施設
等が混在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 30 30 30 店舗併用住宅地

-

(都)(70,200)

総人口及び生産人口とも減少、老年人口は増加傾向。国内景気は、
緩やかな回復基調が続いている。

地元商況の低迷により、商業地需要は減退傾向が続いている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、収益性が重視される商業地域であるが、賃貸市場の成熟の程度は低く、自己使用目的での取引が中心で、価格
の決定に当たっては、収益性よりも市場性が重視されるものと思料する。よって本件では、比準価格を重視し、収益価格を
関連付け、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
ＲＣ２

当該地域は、小売店舗、公共施設等が混在する地域で、特に大きな変動要因がないことから、今後も当面の間は現状のまま
推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 49,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

淡路交通広田バス停
南東 230m

淡路交通広田バス停
230m

(8)

北東5.5m県道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ５．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

162

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,000 円／㎡

27,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 7月 2日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

7,780,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 48,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路島全島内の商業地域である。需要者の中心は、小売業等を営む地縁性を持つ地元の個人事業者である。
島内経済の不況や少子高齢化等の影響を受け、商業地需要は弱い。取引される土地の規模等はまちまちであり、また取引事
情を有する者も多く見受けられるため、需給の中心となる価格帯は見い出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

中尾　明



南あわじ市福良字八反甲５１２番１９３

中層店舗住宅併用地

店舗、公共施設が建
ち並ぶ商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 40 40 35 中層店舗住宅併用地

-

(都)(70,200)

県平均を上回る高齢化率及び人口減少率、瓦等地場産業の衰退、
漁業不振等により、市内経済は厳しい状況が続く。

福良湾を望む福良地区の旧来の商業地域は観光を軸に活性化努力
が続くも、津波被害が懸念され、需要はかなり弱い。

個別的要因に変動はない。

中低層店舗等が中心の商業地で、賃貸市場の成熟の程度は低い。従って、市場性を反映し、実証的な比準価格を重視し、収
益価格を参酌のうえ、標準地との均衡にも十分配慮した上で、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

診療所・住宅
Ｓ２

中低層の店舗・事務所等が建ち並ぶ商業地域。当面は現状を維持すると予測する。近隣の市役所南淡庁舎は閉鎖済で繁華性
は低下しており、地価は下落傾向が続くと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 52,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

49,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-1.0

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

みなと観光旧南淡庁舎
前バス停
南西 120m

みなと観光旧南淡庁舎前
バス停
120m

(8)

南東7m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない ７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

327

( )

⑨法令上の規制等

1:3.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

51,600 円／㎡

33,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.8％ ％

90.2 ］

98.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 25日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

16,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 50,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

41,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路島内に存する中低層店舗を中心とする既存の商業地。需要者は地縁ある個人・企業がほとんどである。
島内では店舗の新規出店の水準が低く、商業地の引き合いは少ない上、基準地周辺一帯は浸水の懸念が強く需要水準が低い。
取引自体が少なく、事情により価格はまちまちで、取引の中心価格帯を見いだすことは困難である。市役所庁舎の閉鎖や金
融機関の転出もあり、当面の間、地価は下落傾向が続くものと予測する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4

業者名

印不動産鑑定士氏名

近藤亮太不動産鑑定事務所

近藤亮太



南あわじ市志知鈩字ムカヘ１２０番１

店舗併用住宅地

県道沿いに店舗、事
務所等が点在する路
線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 30 0 110 店舗併用住宅地

-

(都)(80,200)

人口流出により、特に生産年齢人口の減少が進み、需要は依然と
して弱含んでいる。

インターチェンジや幹線道路が付近に配置されている地域で交通
量が多く、市内においては地価の下落幅が小さい。

個別的要因に変動はない。

県道沿いの路線商業地域であるが、収益物件よりも自用目的の取引が中心となっている。一部に貸店舗が存在するもののそ
もそも数が少なく、業種や店舗形態により賃料水準のばらつきが大きいため、収益価格の信頼性は相対的に低い。実際の市
場における取引事例から試算した比準価格を重視し、収益価格を関連づけ、また公示価格との検討を踏まえて、鑑定評価額
を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

店舗、事務所等の点在する路線商業地域であり、特段の変動要因はなく、当面は現状と大差ない地域性を維持するものと予
測する。地価は下落傾向にあると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

36,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

0.0

+27.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

みなと観光マルナカ前
バス停
南西 350m

みなと観光マルナカ前バ
ス停
350m

(8)

東11m県道､
三方路

(都)
(70,200)

（その他）　　　　
(80,200)

特にない １１ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

352

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.5  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

37,300 円／㎡

20,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

124.5 ］

98.5［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

+2.0三方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 30日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

13,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は淡路島全域を圏域とする、主として幹線道路及び準幹線道路沿いの商業地域である。需要者は地縁性を有する
事業者が中心であるが、高速道インターチェンジが近く、広域展開する店舗等も見られる。人口減少等の影響は深刻である
ものの、交通量が多いため来店者の見込みがあれば新規の店舗地需要は認められる。取引価格にばらつきがあり、中心とな
る価格帯は把握しがたい。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

シティサーベイヤーズ

田中瑞穂



南あわじ市市福永字福永５４８番６

３階建程度の店舗住宅併用地

国道沿いに店舗・銀
行・事務所等が建ち
並ぶ商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 20 20 60 店舗住宅併用地

-

(都)(70,200)

地価は全般的に横這い傾向にあるが郊外部では下落傾向にあり、
地価の二極化が進んでいる。南あわじ市では地価は下落傾向にあ
る。

特に大きな地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は自用の事業目的を中心とする商業地域である。収益価格は商業地においては指標とすべき価格であるが、試算の
過程に多くの想定要素を含み、規範性にやや欠ける。取引事例については同一需給圏内の類似地域等に存する多数の事例を
収集し得、比準価格は信頼性の高いものと思料される。よって、下記標準地との検討を踏まえた上、市場性を反映して実証
的な比準価格を中心に、収益価格を比較考量して、上記のとおりに鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼事務所兼住宅
Ｓ４

当該地域は国道沿いの既成商業地域として成熟しており、当分は現状を維持すると予測する。島内全体の不動産需要が低迷
しており、依然として地価水準の下落傾向は継続すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 59,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

57,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

南あわじ 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

淡路交通市バス停
北西 50m

淡路交通市バス停
50m

(8)

南東19m国道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない １９ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

102

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

58,600 円／㎡

30,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

62,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.5％ ％

103.0 ］

99.4［ ］ 100［ ］

105.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 20日 正常価格

平成 29年 7月 5日平成 29年 7月 1日

5,870,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 57,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は淡路島内全域の商業地域である。需要者の中心は島内の事業者である。幹線道路沿い等の一部では大型
資本による郊外型店舗の新規出店も見受けられるが限定的である。また、背後人口の高齢化等による繁華性の低迷が継続し
ており、地縁的選好性以外の需要は期待しにくく需要は弱含みである。需要の中心価格帯は取引自体の個別性が強く、これ
を把握することは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －5

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定調査サービス

有馬 隆之



南あわじ市広田中筋字大丸１７０番１外

工場倉庫地

比較的大規模な工場
が散見される工業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 130 150 100 工場倉庫地

-

(都)(70,200)

総人口及び生産人口とも減少、老年人口は増加傾向。国内景気は、
緩やかな回復基調が続いている。

地元産業の低迷により、工業地需要は減退傾向が続いている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、大中規模の工場の賃貸市場は未成熟で、適正な賃料水準の把握が困難であるため、収益還元法の適用は断念し
た。よって本件では、現実の取引の市場性を反映し、実証的で信頼性のある比準価格を採用して、鑑定評価額を上記のとお
り決定した。

［

［

工場・倉庫

当該地域は、比較的大規模な工場が散見される工業地域で、特に大きな変動要因がないことから、今後も当面の間は現状の
まま推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 17,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

淡路交通広田東バス停
南東 150m

淡路交通広田東バス停
150m

(8)

北西5m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

19,548

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

130.0  ｍ、　奥行　約 150.0  ｍ、　規模 19,500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

16,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-5.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

ほぼ整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 7月 2日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

313,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 16,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、淡路島全島内に及ぶ工業地域である。需要者の中心は、資本力が豊富な地元企業及び全国的に生産基地を展
開する大手法人である。地元産業の低迷により、工業地需要は減退傾向が続いている。取引される土地の規模等はまちまち
であり、また取引事情を有する者も多く見受けられるため、需給の中心となる価格帯は見い出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －9

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

中尾不動産鑑定事務所

中尾　明



南あわじ市松帆古津路字西原６３０番外

工場地

工場、倉庫等の多い
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 100 100 工場地

-

(都)(70,200)

南あわじ市の人口は減少傾向。少子高齢化が進み、また淡路島内
に景気回復の傾向が反映されておらず先行き不透明。

地場産業の瓦産業が不振で、工業地の地価は下落傾向である。

個別的要因に変動はない。

地場産業の工場地で自用工場が大半であり、工場の賃貸市場は未成熟なため収益還元法は適用できなかった。当該地域は自
己使用目的の取引が中心であり、取引価格の水準を指標として価格決定されることが一般的である。よって、比準価格を標
準とし、前年標準価格と検討して鑑定評価額を上記のとおり決定した。なお、規準すべき標準地及び指定基準地が存しない
ため、公示価格との規準並びに指定基準地からの検討は行わなかった。

［

［

工場

地場産業の瓦工場、倉庫等が多い地域であり、今後とも現状維持で推移するものと予測される。瓦産業の動向から地価は下
落傾向である。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 9,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

淡路交通湊バス停
北西方 500m

淡路交通湊バス停
500m

(8)

北東5.5m市道､
三方路

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない ５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

4,139

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

50.0  ｍ、　奥行　約 80.0  ｍ、　規模 4,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

8,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-8.4 ％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

+1.0三方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 27日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

36,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 8,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

7,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は淡路島内全域の工業地域である。需要者の中心は淡路島に地縁性のある個人事業者、中小法人が大半である。
地場産業である瓦産業の業績は低迷が続き先行き不透明なため廃業している事業所も見られ、不動産需要は減退している。
取引される規模等はまちまちであり、需要の中心となる価格帯は見出し難い状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 2－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －9

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

是川不動産鑑定事務所

是川哲明



南あわじ市阿万東町字クノモト２６０番外

工場地

阿万海岸後背の集落
に製瓦工場が点在す
る地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 80 0 50 工場地

-

(都)(70,200)

地場産業の衰退、高齢化の進行等により、地域経済の好転は認め
られず不動産市場は二極化傾向が顕著となっている。

地域的特性に変化は認められないものの、地場産業は壊滅的な状
況にあり、需要は極めて弱い状況が継続している。

対象基準地は規模が大きく、現況の利用用途では市場性が極めて
低い。

近隣地域及びその周辺地域の工場地は自己の業務用としての利用が標準的で、地場産業の低迷等から工場の賃貸需要はなく
賃貸事例の把握が困難なため収益還元法を適用しない。なお、島内には規準とすべき工場地の公示地及び指定基準地が存し
ないため、公示価格との規準、指定基準地からの検討はいずれも行わなかった。本件では市場の実態を反映した比準価格を
採用し、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

工場・事務所・倉庫

地域内においては特段の変動要因がないことから、当分は現状を維持すると予測する。地場産業の低迷により、工場用地に
対する需要は極めて弱含みの状況が継続しており、地価は下落傾向を継続すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 8,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

みなと観光西町バス停
南東 400m

みなと観光西町バス停
400m

(8)

北東7m市道､
背面道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　

特にない ７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

8,522

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

85.0  ｍ、　奥行　約 100.0  ｍ、　規模 8,500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

7,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-9.9 ％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 29 平成 29年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0

0.0

二方路

形状

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 29年 1月]

平成 29年 6月 5日 正常価格

平成 29年 7月 3日平成 29年 7月 1日

62,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 7,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.0

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は淡路島内全域であり、需要者の中心は地縁的選好性を有する事業者である。地場産業の低迷や高齢化の進展に
伴う地域経済の衰退によって、事業用地に対する需要は極めて希薄な状態にある。そのため、地価は引き続き下落傾向にあ
る。個別的事情を強く反映する市場環境にあるため、市場の中心となる価格帯は見出せない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

南あわじ（県） 3－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

南あわじ（県） －9

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社六甲アイランド鑑定事務所

福永　美幸


